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ると謳われているが、実際の所を 2007（平成 19）～2009（平成 21）年度分について事項や
前年度予算額との増減等から詳述する。 
 
 まずは政府の財政政策をよりマクロに俯瞰するために「平成 19 年度一般歳出の概算要求
基準の考え方」で、私学助成を包含するより大きな項目の増減を見てみる。歳出総額 46.8
兆円（平成 18 年度当初 46.4 兆円）の内訳は年金・医療等の経費 20.4 兆円（同 19.8 兆円）、
公共事業関係費 7.0 兆円（同 7.2 兆円）、その他経費 7.3 兆円（同 7.4 兆円）、義務的経費 7.5
兆円（同 7.4 兆円）、人件費 4.6 兆円（同 4.5 兆円）である。主な増減は（自然増 7,700 億円
を制度改革等により 2,200 億円削減した）年金・医療が 5,500 億円の増額、逆に公共事業が
2,200 億円の減、（科学技術振興費、国立・私立大学助成、防衛関係費、その他からなる）そ
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年度予算で概観する。中央教育審議会の教育振興基本計画特別部会の 2008（平成 20）年 2
月 8 日配付資料によると「国と地方の教育に関する予算の状況」は次の通りである。 
 
図表 2 ： 2008（平成 20）年度における国の教育予算の構成 
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 まず国の一般会計予算 83.1 兆円のうち、政府の一般歳出は 47.3 兆円であるが、そのうち
の約 1 割（正確には 11.2%）が文部科学省の予算で、総額は 5.3 兆円となっている。それか
ら人件費等を除いたいわゆる「文教予算」等は 4.3 兆円で、内訳は上の図の通りである。3) 
 
 一方、地方の予算を見ると、平成 17年度で総額 90.7兆円から公債費を除いた予算額は 76.8
兆円で、そのうち国庫補助金を除く教育予算は 14.6 兆円と、公債費を除いた予算比で言うと
2 割弱（正確には 19.0％）となる。『平成 19 年度版地方財政白書』及び『平成 18 年度地方
教育費調査報告書』によると、その内訳は学校教育費 11 兆 6,467 億円（うち人件費 8 兆 1,947
億円、土地、建物費 1 兆 561 億円）、社会教育費 1 兆 9,974 億円、教育行政費 9,840 億円、
生涯学習関連費 1,829 億円となっている。 
 
図表 3 ： 2005（平成 17）年度における地方の教育予算の構成 










算総額 18.9 兆円のうち国が 4.3 兆円で、地方が 14.6 兆円と割合でいうと国が全体の 22.8％
と地方が 77.2％と地方の方が圧倒的に大きい。4) 
 









 再度、国の予算へ目を移すと 2009（平成 21）年 3 月 27 日に成立した 2009（平成 21）年
度政府予算は一般会計総額 88 兆 5400 億円、政策的経費である一般歳出が 51 兆 7,300 億円
生涯学習関連費 
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と共に過去最大（※執筆時現在）となったが、文教予算に関しては「文教及び科学振興費」
として対前年比 15 億円減の 5 兆 3,104 億円が積まれた。5) 
 
図表 5: 2007（平成 19）～2009（平成 21）年度文部科学省「主たる予算事項」 
国の予算事項 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 （案） 対前年度増減** 
義務教育国庫負担金 16,659  16,796 16,767 △ 29(137) 
国 立 大 学 法 人
運 営 費 交 付 金
12,044 11,813 11,695 △ 118(△ 230) 
私立大学経常費助成 4,319  4,287 4,257 △ 30(△ 32) 
科 学 研 究 費 補 助 金 1,913 1,932 1,969 37(19)  
公立学校施設整備費 *1,042  1,051 1,051   0(9)  
育 英 事 業 1,224 1,309 1,317 8(85)  
国 立 大 学 法 人 等
施 設 設 備 費
520  519 483   36(△ 1) 
科 技 術 振 興 調 整 費 368 338 363 25(△ 30) 
グ ロ ー バ ル C O E 158 340 342 2(△ 182) 
幼稚園就園奨励費補助 185 192 203 9(7)  
放 課 後 子 ど も 教 室
推 進 事 業
68 78
学 校 支 援 地 域 本 部 0 50
142 14(60)  
*   人件費は含まず  
**  但し平成 21 年度案と平成 20 年度（カッコ内は平成 19 年度と同 20 年度）の対比 





 図表 5 でそれぞれ 4,319 億円（2007（平成 19）年度）、4,287 億円（2008（平成 20）年度）、
4,257 億円（2009（平成 21）年度）が計上されている私学助成の内訳としては大きく⑴ 私
立大学等経常費補助の充実、⑵ 私立高等学校等経常費助成費等補助の充実、⑶ 私立学校施










図表 6 ： 2006（平成 18）～2008（平成 20）年度 私学助成関係予算 
事 項 18 年 19 年 20 年
（案）
増減* 備  考 
⑴私立大学等経常














































































合計 4593 4547 4456 △91(△46)  
* 但し平成 20 年度案と平成 19 年度（カッコ内は平成 18 年度と同 19 年度）の対比 
出典：『文部科学省白書』（平成 18、19、20 年度版）及び同省 HP 等から作成 
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 文科省としてはこれらを総称して「私学助成」と呼称し、それらの合計額の約 4,600 億円
（2007（平成 19）年度予算案ベース）を上記 3 事項に配分している。内訳としては⑴の「私
大経常費補助」が全体の 7 割以上を占める 3,280 億円となっており、以下「⑵ 私立高校向
けの経常費助成」が 1,038 億、⑶ の「施設・設備支援」が（3-1 から 3-7 を合計して）227




 2006（平成 18）年に閣議決定された「骨太の方針」が一律前年比 1 %の補助金削減の対
象としているのもこの 4,600 億円の私学助成総額で、2007（平成 19）年度予算に対する 1 %
減は 2008（平成 20）年度予算案において 46 億円のマイナスとなる。当初財務省は私立大学
等経常費補助を 1%削減して 33 億円の圧縮を、また私立高校等経常費助成費補助を同じく
1 ％削減して 10 億円を圧縮することを主張したが、復活折衝の結果私立大学等経常費補助

















 2008（平成 20）年度私学関係政府予算案では、補助金自体は前年度比 1%減の 3,248 億
6,800 万円となったが、その内訳は、一般補助が 2,135 億 9,700 万円（前年度比▲31 億 8,200
万円）、特別補助が前年度同額の 1,112 億 7,100 万円となった。その結果、経常費補助金全体
に占める特別補助の割合は前年度から 0.4 ポイント上がり 34.3％となった。10) 
 
 ここで重要な点は特別補助というのはすなわち文部科学省による私学への直接助成である

























 再び 2008 年度の私学関係予算について総括すると、一般補助については、定員割れの大
学等に対する減額措置を強化することにより、定員・経営の改善を促す一方で、特別補助に
ついては、国際化・多様化を通じて世界から優秀な学生が集まる大学づくりを支援するため、










の増額（49 億円）のうち私立大学には 11 億円が配分される見通し。14) さらに「質の高い大
学教育推進プログラム」（86 億円、特色 GP と現代 GP を発展的に統合、新規）、「社会人の







 以上、私学助成を 2008（平成 20）年度予算案で概観してきたが、次に国立大学に対する
国家の財政支援について簡単に触れる。国立大学法人予算に充当される「運営費交付金」は、
平成 18 年度の 1 兆 2,215 億円、2007（平成 19）年度の 1 兆 2,044 億円を経て平成 20 年度









（2008（平成 20）年 1 月 23 日付「全私学新聞」より） 
 
 減額の内訳を 2007（平成 19）年度の実勢で見てみると 122 億円がいわゆる「骨太の方針
2006」に基づく閣議決定分で、その他退職金引き当て等の「特別な事情」としての所要見込




5． 2009（平成 21）年度予算案における私学助成の取り扱いについて 
 
 経済財政諮問会議は「歳出・歳入一体改革について」（2008（平成 20）年 5 月 20 日）で
「成長力の強化と財政健全化を車の両輪として一体的に改革を進めることは、福田内閣（当
時。筆者註）の基本方針である」とし、2009（平成 21）年度予算についても「『基本方針 2006』
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予算要求に確実に反映させるとともに、予算の査定、決算における会計検査、政策評価等を
























「平成 21 年度予算編成にあたっては、『基本方針 2006』等に基づき財政健全化に向けた基
本的方向性を維持する観点から、『平成 21 年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針に





の閣議で決定された。（2008（平成 20）年 12 月 3 日閣議決定） 
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⑴  財務省 VS 文部科学省 


























図表 7 ： 大学の卒業を考える生徒と実際の大学への進学率の乖離に関する日米比較 
  日本  アメリカ 
 大学の卒業を考える生徒の割合 51% 64% 
 実際の大学への進学率 40% 63% 
 上記の差 11% 1% 











































のスケジュール〔予定〕によると 2008（平成 20）年度予算額 680 億円で、前年 2007（平成






















 現代における高等教育を考える際に欠かせない第 3 の視点は国際化である。Times Higher 
Education Supplement の『世界の大学ランキング（2008 年度版）』27) によると東京大学は
前回の 17 位から 2 ポイントランクを下げ 19 位に留まったものの、依然アジア No.1 は堅持
した。次いで京都大学が前回と変わらず 25 位、大阪大学が前回 46 位から 2 ポイント上げて
44 位であった。前回 90 位の東京工業大学が一挙に 60 位とランクを上げたことは注目に値
するが、これらはいずれも国立で、私学は早稲田が前回と変わらぬ 180 位、慶応は圏外と国
際競争力という点で、一向にふるわない現実がある。28) 中等教育においてはなお一層深刻で、
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全ての国内の教育関係者を震撼させた 2006（平成 18）年の「PISA ショック」では、2000
（平成 12）年の調査で日本がそれぞれ 1 位と 2 位を占めた数学と科学の分野において、2006
（平成 18）年にはそれぞれ 10 位と 5 位に順位を下げ、読解力に至ってはつい圏外（OECD
加盟 30 カ国中 12 位）に去ったという事実が明らかになった。29) 教育版の EU 統合である
ボローニャ宣言・プロセスは 2010 年までに一貫性、互換性、競争力ある欧州高等教育エリ
アを創出すると謳っている。30)また「OECD とユネスコの連携による国境を越えた高等教育
















 民間の Benesse の教育研究開発センター刊行の『学習基本調査・国際６都市調査』32)は冒
頭で「日本の国内総生産（GDP）はアメリカに次いで 2 位を維持してはいるものの、1995
（平成 7）年以降は下降している。1 人あたりの GDP については、日本は 14 位」であり、
それに対して隣国・中国の伸張著しく、「世界第 2 位の経済大国」はもはや風前の灯火であ
る。1 人当たりの GDP の日本の順位は同じく 1995（平成 7）年以降一貫して下降しており、
「これは上位国の中では見られない傾向だ」と述べている。また「公債（国の借金）に関し、
日本は先進国の中で群を抜いた債権国（借金が多い国）であることがわかる。日本人の労働




 具体的にはまず学校教育費（初等・中等教育）の GDP 比率は、日本は 2.9％で OECD 加
盟 27 カ国中 26 位と「群を抜いた低さ」としている。また高等教育においては、「私費負担
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率がアメリカ、韓国について高い」と指摘する一方で「公費負担は韓国と並び、最低の水準
となっている」と断定している。韓国との比較では特に世界経済フォーラムの『グローバル
IT レポート』を引いて「日本の ICT 環境は 14 位から 19 位に転落」する一方で「韓国は 19
位から 9 位に躍進」とし、その理由を「学校のインターネットアクセス数（日本は 26 位、
韓国 19 位）、理数教育の質（日本 28 位、韓国 10 位）、政府の将来ビジョンの中での ICT の
重要性（日本 25 位、韓国 7 位）で差が大きく開いたことに起因する」とした。 
 











各質問に、日本の高校生はそれぞれ 13％（OECD 平均は 31％）、32％（同 53％）、49％（同
75％）と全ての項目で大きく平均を下回る結果となっている一方で「学校では退屈（feel 
lonley/ 孤独）だ」の問いに対しては 30％の高校生が「そう思う」と答えるなど、様々な面





ら」35) との質問に対し「そうである」と答えた高校生の割合は、世界平均の 66％ に対し、
日本は 41％であった。また IEA（国際教育到達度評価学会）の The Trends in Mathematics 
and Science (TIMSS)が小学 4 年生と中学 2 年生を対象にした調査が示すものとして「数学
は好きですか？」との問いに対し「まあその通り」と答えた生徒の割合は 30％と、国際平均
の 36％を下回り、東アジアでは香港（45％）、シンガポール（42％）、韓国（34％）に次ぐ
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ンケートを受けた日本の高校生の全体の 3 割がそう回答しているという事実であると言えよ
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⑴ 教育投資の対 GDP 比の指標と就学人口等との OECD 各国比較 
 文部科学省によると「公財政支出に占める教育支出の割合」は OECD 諸国との比較で言
うと 2004（平成 16）年度ではアメリカの 14.4％、イギリスの 11.7％、フランスの 10.9％に





図表 8 ： OECD 諸国における公財政支出と私費負担の割合 
 OECD
平均 日 本 アメリカ イギリス フランス ドイツ 


























           出典：OECD『図表でみる教育～OECD インディケータ 2007～』 
 
 教育投資における公財政支出の対 GDP 比の現状でいうと、まず全教育段階（但し社会教
育費については含まず）では OECD 平均の 5.0％に対して日本は 3.5％(17.2 兆円)と、「仮に
OECD 平均（約 24.6 兆円）を目指すのであれば、年間新たに約 7.4 兆円の公財政支出が必
要」（文部科学省）であるとしている。43)高等教育段階に限定すれば、日本の GDP 比は 0.5％
（約 2.5 兆円）と OECD 平均の 1％（約 4.9 兆円）と比べると同様に「年間新たに約 2.4 兆
円の公財政支出が必要」としている。44) 
 


































図表 9 ： 教育効果の多元性マトリックス 




















       出典：教育費研究会『次世代が育つ教育システムの構築』 
















 「中長期的な大学教育の在り方に関する第二次報告」（平成 21 年 8 月 26 日 中央教育審
議会大学分科会）では高等教育への公財政支出に関しても言及しているが、これは平成 17






を与えつつあり、大学の中途退学者のうち経済的理由で退学する学生は，平成 21 年 3 月時
点で約 16％（7,711 人）に達したという調査結果も報告されている。49) 
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出典：『平成 19 年度地方財政白書』『同 18 年度文部科学白書』『同 18 年度地方教育費調査報告書』 
 
図表 10-2 : 平成 21 年度 文部科学省予算主要事項 
1. 歳出予算 
（百万円） 
区   分 前年度予算額 平成 21 年度 （当初予定額） 比較増減額 備  考 
一 般 会 計 5,273,869 5,281,652 7,783  
エ ネ ル ギ ー 対 策




区   分 前年度予算額 平成 21 年度 （当初予定額） 比較増減額 (備  考) 
日 本 学 生 支 援 機 構 571,100 611,200 40,100 (うち財投機関債 117,000 百万円) 
日本私立学校振興・
共 済 事 業 団 24,300 24,300 0 
(うち財投機関債 
8,000 百万円) 
国 立 大 学 財 務 ・
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3) 中央教育審議会の教育振興基本計画特別部会の 2008（平成 20）年 2 月 8 日配付資料「教育投資の
現状について」詳細参照のこと。 
4) なお国の予算額は 2008（平成 20）年度分であるが、地方の予算額は 2005（平成 17）年度分であ
る。 
5) 中央教育審議会の教育振興基本計画特別部会の 2008（平成 20）年 2 月 8 日配付資料「教育投資の
現状」にて詳細参照のこと。 
6) 私立大学戦略的研究基盤形成支援に 39 億、私立高校等施設高機能化は前年度と同額。別途、就園
奨励費補助は 4.1%の増額。 
7) 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（以下、「骨太の方針 2006」）は平成 18 年 7 月






















9)  2009 年 10 月 1 日時点。 
10) 各項目（及び予算配分）は以下の通り。 
1. 社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム（17.6 億） 
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2. 新たな社会ニーズに対応した学生支援プログラム（15.9 億） 
3. グローバル COE プログラム（157.5 億） 
4. 大学院教育実質化推進プログラム（35 億） 
5. がんプロフェッショナル養成プラン（14 億） 
6. ものづくり技術者育成支援事業（1.5 億） 































































（全私学新聞(2008 年 1 月 23 日 2088 号)より関連部分抜粋） 
14) 日本学術振興会より公募の「若手研究（S）」は、「新学術領域研究（研究課題提案型）」とともに、
平成 22 年度より停止されることとなった。（文部科学省事務連絡 平成 21 年 10 月 16 日 「科学研
究費補助金の新規募集課題の公募停止について」より） 
15) このほか日本私学教育研究所補助金として 4,622 万 7,000 円（前年度比 3%減）、幼稚園就園奨励費





（平成 19）年度で合計 615 億円（2006（平成 18）年度は 570 億円）が計上されたが、2008（平成
20）年度も 705 億円と前年比 25 億円（3.7％）の増額となっている。 
17) 以下が政府の設定した 6 項目からなる重点項目である。 
１ 無駄な予算の根絶はすべての改革の大前提。無駄な歳出を洗い出し、ムダゼロに向けた見直し





























20) 平成 20 年度では（特別補助の「１．各大学の特色を活かせるきめ細かな支援」内の）「高度情報















ている（いずれも平成 20 年度予算ベース）。 
21) 文部科学省の平成 21 年度予算案によると私立大学等経常費補助金は一般補助の合計 211,568 百万
円と、それとは別にいわゆる特別補助として 110,214 百万円が計上されている。学生数に応じて各私
大に分配される一般補助に対して、特別補助は基本的に各大学からの申請に基づく採択制によって配
分額が決定される。（原則として 2 分の 1 以内の補助）今日この「特別補助」の「メニュー」は執筆
時である平成 20 年度現在、以下のように細分化されている。 
１ 各大学の特色を活かせるきめ細やかな支援 [1,008 億円] 
２ 学生の経済的負担軽減のための支援（新規） [25 億円] 
３ 自主的に経営改善に取り組む大学等への支援（新規）[12 億円] 
４ 特定分野の人材養成支援[57 億円] 
これら 4 つの大項目にはさらに中項目が付随するのであるが、1,000 億円以上の予算が計上され




















に関しては、私学助成全体（一般補助＋特別補助）に占める特別補助の割合は、平成 10 年度の 23％
から H19 年度の予算ベースで 33.9％と年々上昇しており、 定員・入学者に応じた一律支給から各大
学からの申請に基づく採択制という「傾斜配分」にシフトしつつあることの現れともいえよう（助成
部補助金課作成の「平成 19 年度私立大学等経常費補助金事務担当者研修会資料（特別補助）」による）。 
22）私学事業団平成 20 年 2 月 12 日配付資料による。 
23) 私大協平成 20 年 5 月 22 日配付資料による。 
24) 平成 20 年 2 月 8 日開催の第 4 回議事録による。 
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限だったものが 40％になり、寄付金額から 5 千円を引いた（従来は 1 万円）ものが所得から控除さ




















30％に引き上げられたのに続き、2006（平成 18）年には個人寄付に係る控除の下限が 1 万円から 5
千円に引き下げられた結果、個人から学校法人等に対する寄付について井寄付者の控除除外学を従来
の 1 万円から 5 千円に引き上げられたた。2007（平成 19）年には控除限度額の上限が再度 40％まで
引き上げられた。 






「Science」「biomedicine」「Technology & Social Sciences」「Arts & Humanities」、つまり自然科
学、生命科学・医学、社会科学（工学含む）、人文科学の 4 分野が受賞及び審査対象となっている。 
29) ちなみにこれは 2003 年の各 6 位と 1 位という段階を経ての数字。 
30) 1999 年に採択された。 
31) Students’ Learning Outcome の略。SLOs とも表記される。 





見直し、教員の指導力向上、全国学力調査（全国すべての小学 5 年生と中学 2 年生が参加）などの改
善策を表明した。 
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34) 原文の質問は英語で”Makign an effort in mathematics is worth it because it will help me in the 
work that I want to do later.” 
35) 同じく”Mathematics is an important subject for me because I need it for what I want to study 
later on.” 
36) 文部科学省初等中等教育局（児童生徒課、生徒指導調査官。当時。）・藤田晃之「キャリア教育の考
え方と方向性」キャリア教育フォーラム平成 20 年 12 月 12 日提出資料等より引用、抜粋。その
他、’Wingspread Declaration on School Connection’ (2004) in Journal of School Health 74(7)や
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いう言説が広がり、就職難の状況も背景として、学生の資格取得などの就職対策

















(pp. 12- 13) 
39) このうち教育基本法については平成 18年 12月 15日第 165回臨時国会において改正教育基本法が
成立し、12 月 22 日に法律第 120 号とて公布・施行されたが、教育振興基本計画については平成 20
年 7 月 1 日に閣議決定され、国会に報告されたものの、法律としては平成 21 年度時点でまだ未整備
である。 




部科学省は HP で以下のように述べている。 






踏まえ、今後 10 年間を通じて目指すべき教育の姿を示した上で、平成 20 年度か



















政投融資計画分）の合計 4 本（平成 21 年度予算時点）。 
43) GDP に占める高等教育段階に限った教育投資の割合は、アメリカ 1.0％、イギリス 0.8％、フラン
ス 1.2％、ドイツ 1.0％で OECD 平均は 1％とされる。（文部科学省「教育投資の現状」（平成 20 年 2
月 8 日）等）また一人当たりの公財政支出を公私負担の割合で見ると、高等教育段階における現状は
以下の通りである。公財政支出と私費負担及びそれらの合計で見ると日本は 5,024 ドル(41.2%)と
7,169 ドル(58.8%)で合計 12,193 ドル（※カッコ内は合計に占める公私比率）で、OECD 平均の 8,403
ドル(75.7%)、2,697 ドル(24.3%)、合計 11,100 ドルに比べると、圧倒的に公費負担分が少ないことが
わかる。日本と並んで私費負担率が高いとされるアメリカは、公費負担分 7,957 ドル(35.4%)と、私
費負担分 14,519 ドル(64.6%)と、合計 22,476 ドルに占める公私比率は 8 ポイント程度日本を更に凌
いでいる。イギリスは公費 7,993 ドル(69.6%)、私費 3491 ドル(30.4%)、と合計 11,484 ドルにおける
公私比率がほぼ 7:3 と、フランス、ドイツといった 8:2 以上の比率で公費負担率の高い、いうならば
（公＞私の）ヨーロッパ型と（公＜私の）日米型のちょうど中間に位置しているのは興味深い。 
44) 我が国の教育予算対ＧＤＰ比 3.5%（17.3 兆円）を、OECD 平均 5.0%（24.8 兆円）まで引き上げ
るために必要な財源は 7.4 兆円(消費税率換算 3%程度)。 











（平成 20 年 6 月 12 日）の中で同 4 氏は以下の 3 点を強調している。 
 





























また、メディアもこの流れをフォローした。共同通信は 2008 年 5 月 20 日の報道で以下のように
報じた。 
 
GDP 比 5％の教育投資を 教育再生懇が緊急提言 
 
政府の教育再生懇談会（座長・安西祐一郎慶応義塾長）は 20 日、5 月中に閣
議決定する「教育振興基本計画」で、教育投資額を国内総生産（GDP）比 5%に
引き上げる数値目標の明記などを求めた緊急提言を発表した。 
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省が数値目標明記を強く求める一方、財務省は歳出削減の観点から強く反対。懇
談会は提言で文科省の“応援団”を買って出た格好。 










通じて、OECD 諸国の平均である GDP 比 5.0％を上回る水準を目指すことが必要」と国際競争力の
議論にシフトさせている。 
 また、より短期的なスパンとして「今後 5 年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策」としては
「教育に関する政策を横断的に捉え直し、その総合的な推進を図る」として以下の「施策の基本的な
方向」を確認している。 
基本的方向 1: 社会全体で教育の向上に取り組む 
基本的方向 2: 個性を尊重しつつ能力を伸ばし、個人として、社会の一員として生きる基盤      
              を育てる 
基本的方向 3: 教養と専門性を兼ね備えた知性豊かな人間を養成し、社会の発展を支える 












49) 日本私立大学協会 「教育学術新聞」教育学術オンライン 第 2362 号より 
http://www.shidaikyo.or.jp/newspaper/online/2362/2_2.html 
50) 本稿は筆者が現在（2009 年 10 月末）在籍中の慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス大学院・政策・メ










（平成 21年 10月 28日受付、平成 21年 12月 17日再受付） 
 
 
